
（注） 

(1) ☆印欄は、具体的に記入すること。ただし、不明の場合は該当欄に「不明」と記入し、記入の要のない場合は該当欄

に斜線を引くこと。 

  なお、欄内に記入し得ないときは、別紙に記入し、これを添付すること。 

(2) ※印欄は、記入しないこと。 

(3) ☆印欄及び※印欄以外の欄は、該当する事項を○で囲むこと。 

(4) ◆印欄は、事故が第２条第 11 号又は第 12 号のみに該当する場合には、記入を要しない。 

(5) 時刻の記入は、24 時間制によること。 

(6) 「区分」の記入は、次の区分によること。 

 １ 転覆 当該自動車が道路上において路面と 35 度以上傾斜したとき。 

 ２ 転落 当該自動車が道路外に転落した場合で、その落差が 0.5 メートル以上のとき。 

 ３ 路外逸脱 当該自動車の車輪が道路（車道と歩道の区分がある場合は、車道）外に逸脱した場合で、「転落」以外

のとき。 

 ４ 火災 当該自動車又は積載物品に火災が生じたとき。 

 ５ 踏切 当該自動車が踏切において、鉄道車両と衝突し、又は接触したとき。 

 ６ 衝突 当該自動車が鉄道車両、トロリーバス、自動車、原動機付自転車、荷牛馬車、家屋その他の物件に衝突し、

又 は接触したとき。 

 ７ 死傷 死傷者を生じたとき（９に該当する場合を除く。） 

 ８ 危険物等 第２条第５号又は第６号に該当する事故 

 ９ 車内 操縦装置又は乗降口の扉を開閉する装置の不適切な操作により、旅客（乗降する際の旅客を含む。）を死傷

させたとき。 

 10 飲酒等 第２条第８号に該当する事故 

 11 健康起因 第２条第９号に該当する事故 

 12 救護違反 第２条第 10 号に該当する事故 

 13 車両故障 第２条第 11 号又は第 12 号に該当する事故 

 14 交通障害 第２条第 13 号又は第 14 号に該当する事故 

 15  その他  １から 14 までに該当しないとき。 

(7) ２種類以上の事故が生じたときには、「発生の順」の欄に発生の順に番号を記入すること。 

(8) 「転落の状態」の欄の「落差」は、路面から落下地点までの垂直距離とする。 

  ただし、水中に転落した場合で水深を記入する必要がある場合には、路面から水面までの垂直距離とする。 

(9) 「車体の形状」の欄は、道路運送車両法第 58 条の自動車検査証に記載されている車体の形状を記入すること。 

(10) 「積載危険物等」とは、次に掲げるものであって事故当時に当該自動車に積載していたものをいう。 

 １ 危険物 消防法第２条第７項に規定する危険物 

 ２ 火薬類 火薬類取締法第２条第１項に規定する火薬類 

 ３ 高圧ガス 高圧ガス保安法第２条に規定する高圧ガス 

 ４ 核 原子力基本法第３条第２号に規定する核燃料物質及びそれによって汚染された物 

 ５ ＲＩ 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第２条第２項に規定する放射性同位元素及びそれ

によって汚染された物 

 ６ 毒劇物 シアン化ナトリウム又は毒物及び劇物取締法施行令別表第二に掲げる毒物又は劇物 

 ７ 可燃物 道路運送車両の保安基準第１条第１項第１１号に規定する可燃物 



(11)「許可等の必要性」及び「許可等の取得状況」の欄は、当該自動車の運行について次の許可等の必要性の有無及びそ

の取得状況に該当するものを○で囲むこと。 

 １ 制限外許可 道路交通法第 57 条の規定による許可 

 ２ 特殊車両通行許可 道路法第 47 条の２の規定による許可 

 ３ 保安基準の緩和 道路運送車両の保安基準第５５条の規定による基準の緩和であって、道路運送車両の保安基準第

２条第１項、第４条及び第４条の２に係るもの 

(12)「イエローカード」とは、当該積載危険物等の取扱方法を記載した書類をいう。 

(13)「種類」の欄の「ロ 自動車専用道路等」は、自動車専用道路及び道路運送法による自動車道とし、「２ その他の

場所」は、構内、営業所等一般交通の用に供しない場所とする。 

(14)「道路の幅員」は、路肩部分を含む道路（車道と歩道の区別がある場合は、車道）の総幅員とする。 

(15)「道路の形態」の欄の「交差」は、当該自動車前方３０メートル以内に交差点があった場合とする。 

(16)「運行計画」には、運行管理者が与えた指示を含むものとする。 

(17)「運送契約の相手方の氏名又は名称、住所等」の欄は、事故を引き起こした当該一般貸切旅客自動車運送事業者と運 

 送契約を締結した者の氏名又は名称及び住所を記載すること。運送契約の相手方が旅行業法（昭和２７年法律第２３９

号）第３条の規定による旅行業又は旅行業者代理業の登録を受けている者（以下「旅行業者等」という。）である場合

には、氏名又は名称及び住所のほか、旅行業者等の登録番号を記載すること。 

(18)「安全性優良事業所の認定」とは、全国貨物自動車運送適正化事業実施機関が、輸送の安全の確保に関する取組が優

良であると認められる貨物自動車運送事業者の営業所に対して行う認定をいう。 

(19)「下請運送」とは、貨物自動車運送事業者からの運送の依頼により行う貨物運送をいう。 

(20)「荷送人の氏名又は名称及び住所」の欄は、事故を引き起こした当該貨物自動車運送事業者と運送契約を締結した荷

送人のほか、事故の際に運送していた貨物に関して当該荷送人と運送契約を締結した者等の当該貨物の運送に関して運

送契約を締結した全ての者を記載すること。 

(21)「運送形態」の欄の「２その他」に該当し、かつ、当該運送が特別積合せ運送である場合には「荷送人の氏名又は名

称及び住所」及び「荷受人の氏名又は名称及び住所」の欄は、記入を要しない。 

(22)「過去３年間の事故の状況」の欄は、当該運転者が引き起こした道路交通法第６７条第２項の交通事故に関して記入

する。 

(23) 「過去３年間の適性診断の受診状況」の欄は、当該運転者の過去３年間の運転適性診断の受診の有無について、該

当する事項を○で囲むこと。また、「適性診断受診場所」は、「最近の受診年月日」に受診した受診場所（又は受診機関）

を具体的に記入すること。 

(24)「最近の健康診断の受診年月日」の欄は、第２条第９号に該当する事故を引き起こした当該運転者が受診した労働安

全衛生法第６６条に規定する健康診断の最近の受診年月日を記入すること。 

(25)「運行管理者」は、事故について最も責任のあると考えられる運行管理者のことである。 

(26)「統括運行管理者」とは、旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３１年運輸省令第４４号）第４８条の２第１項又は貨

物自動車運送事業輸送安全規則（平成２年運輸省令第２２号）第２１条第１項に規定する業務を統括する運行管理者を

いう。 


